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（参考）押印に関する現状について

令和元年度老人保健健康増進等事業「介護保険制度に関する文書の削減に向けた調査研究事業」において、
8自治体に聞き取りを行った結果、

1．8自治体全てで、以下の3種の文書については押印を求めていた。
① 指定申請書
② 誓約書
③ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

2．3自治体で、上記3種以外の文書に押印を求めていた。
（例）・ 申請する事業等に関する記載事項（付表）

・ 事業所の設備等に係る項目一覧表（添付書類）
・ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要（添付書類）

指定申請時に提出する文書の部数（特養新規指定申請の場合）

提出部数 自治体数 回答自治体（36自治体※）
に占める割合

正本1部のみ 29 80.6％

正本1部＋副本1部＝計2部 6 16.7％

正本1部＋副本2部＝計3部 1 2.8％

（出所）厚生労働省老健局にて47都道府県に対し行ったアンケート結果に基づき作成（令和元年9月）

※47都道府県中、5自治体は未回答、6自治体は回答対象申請無し。
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出所：平成30年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業

「介護サービス事業者による介護報酬請求及び指定申請に関する帳票等の削減に向けた調査研究事業報告書」（平成31年3月）

原本証明を求めている文書の有無（自治体回答）
原本証明を求めている文書について、なしが 75.7%だった。

原本証明を求めている文書（自治体回答）
原本証明を求めている場合、資格証明が 63.8%だった。

（参考）原本証明に関する現状について
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必須として定めている提出方法がある 提出方法は
事業者が

選択可能であ
る

未回答
提出受付方法が選択可能な場合の内容

(自由記述）窓口への来訪 郵送 メール

数 割合 数 割合 数 割合 数 割
合 数 割合 数 割合

新
規
申
請

16 34.0
% 15 31.9

％ 2 4.3％ 0 0.0
％ 26 55.3

％ 5 10.6
％

• 窓口への来訪または郵送のどちらかで受け付けている。
法人印の押印が必要な書類等があるため、メールは不
可。

• 代表者印の押印が必要な書類は持参または郵送、その
他の書類はメールによる提出を可としている。

• 必須として規定している訳ではないが、基本的に来所で
の申請を依頼している。

• 窓口への来訪が原則であるが、明確に定めているわけで
はないため、郵送での提出も受付ける。

• 指定申請の前に、事前説明や事前相談を求めている。

変
更
届

11 23.4
% 7 14.9

％ 9 19.1
％ 0 0.0

％ 31 66.0
％ 5 10.6

％

• 窓口への来訪または郵送のどちらかで受け付けている。
法人印の押印が必要な書類等があるため、メールは不
可。

• 変更する項目ごとに、窓口か郵送か方法を決めている。
（例：原本での提出が必要な書類については、来訪又
は郵送にて受付。それ以外の軽微な修正の場合は、提
出方法は問わない。/原本が必要なもの（代表者印が
必要な書類、登記事項証明書等）についてはメールで
の提出は不可。/管理者変更の場合は、本人確認のた
め管理者の来訪を求める。）

• 施設系のサービスについては窓口への来訪、居宅系の
サービスについては郵送で受付している。

更
新
申
請

14 29.8
% 11 23.4

％ 5 10.6
％ 0 0.0

％ 28 59.6
％ 5 10.6

％

• 窓口への来訪または郵送のどちらかで受け付けている。
法人印の押印が必要な書類等があるため、メールは不
可。

• 原本での提出が必要な書類については、来訪又は郵送
にて受付。それ以外の軽微な修正の場合は、提出方法
は問わない。

• 希望により、対面での審査も受け付ける。

（出所）厚生労働省老健局にて47都道府県に対し行ったアンケート結果に基づき作成（令和元年9月）

都道府県における指定申請の新規、変更、更新のそれぞれについての提出方法（自治体数及び47都道府県に占める割合）

（参考）提出方法に関する現状について
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（前ページつづき）
提出文書に誤記や添付漏れがあった場合の対応についての提出方法

理由 回答
自治体数

対面での指導の場と位置付けているため 9
自治体の規則として定められているため 0
事業者側からの希望が多いため 3

修正などに関するやり取りがスムーズであるため 13
その他（※） 4

（※）その他の内容
• 新規指定と更新の際、管理者の本
人確認を行うため。

• 収入証紙の取り扱いがあるため。

窓口来訪必須としている場合、その理由（複数回答可）

（出所）厚生労働省老健局にて47都道府県に対し行ったアンケート結果に基づき作成（令和元年9月）

（参考）提出方法に関する現状について

必須として定めている提出方法がある 提出方法は
事業者が

選択可能であ
る

未回答
提出受付方法が選択可能な場合の内容

(自由記述）窓口への来訪 郵送 メール

数 割合 数 割合 数 割合 数 割
合 数 割合 数 割合

7 14.9
% 3 6.4％ 6 12.8

％ 2 4.3
％ 35 74.5

％ 5 10.6
％

• 押印が必要なものは持参または郵送、押印が不要なも
のについてはメールでも可としている。

• 押印が必要な書類に関しては、来訪か郵送にて受付。
その他の書類に関しては、FAX受付も可能。メールは不
可。

• 補正内容によって、持参、郵送、メール等で対応してい
る。

• 窓口への来訪か、郵送での提出。



（参考） 自治体ヒアリング結果（令和元年度（平成31年度）老人保健健康増進等事業「介護保険制度に関する文書の削減に向けた調査研究事業」）

指定申請の提出方法及びその理由・根拠

持参
郵送

メール 理由・根拠初回は
持参必須

初回から
郵送可

自治体A ● ● • 特に持参を求めていないが、市内の事業者のため持参のケースが多い。
• 押印が必要な書類があるためメールでの提出は認めていない。

自治体B ● ● ▲ ▲
• 事前説明会等は特に実施していない。そのため、基本的には初回申請時には持参必須
としている。事業所が遠方の場合や、他自治体で既に指定を受けている場合等、初回か
ら郵送可とする場合もある。

• 修正のための再提出で押印の必要のない書類についてはメール添付可としている。

自治体C ● ● ▲ • 修正のための再提出で押印の必要のない書類についてはメール添付可としている。

自治体D ● ●
• 初回申請時には事業者の担当者の確認及び書類の不備の補正を円滑に行うため、書
類を持参させて対面にて対応している。

• 補正後の書類は郵送での受付を可としている。

自治体E ● ▲
• 事前説明会は実施していないが、指定予定日1ヶ月前に現地確認を実施しており、その
際に適宜顔を合わせての説明や調整を行っている。

• メール添付での提出は個人情報が含まれるため受け付けていない。

自治体F ●
• 添付書類が多く、書類の補正が多いことと管理者就任予定者の指定基準の理解を促
すため面談形式をとっている。提出時に事業者と書類の現物確認をし、同時に補正内
容の説明を行っている。

自治体G ● ▲ ▲
• 指定申請に際して新たに施設を建てた/借りた事業所の場合、説明等のために持参必
須としている。

• 押印を伴うものがあるため、書面での提出を必要としている。

自治体H ● ▲ ▲ • 事業者への事前協議を行っているため、初回申請時から郵送での提出を可としている。
• 修正のための再提出で押印の必要のない書類についてはメール添付可としている。

自治体I ● • 添付書類に事業所職員の個人情報を含む場合があるため基本は持参としている。
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指定申請において、再提出を求めることが多い書類
従業員の勤務体制及び勤務形態一覧表（6自治体）、運営規程（6自治体）、契約書（5自治体）、
重要事項説明書（5自治体）、加算関係添付書類（2自治体）

（（株）三菱総合研究所作成）

（参考）提出方法に関する現状について



〇通所介護（首都圏内の都道府県における比較） 【指定】

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表　（〇年〇月分） （ ）

（ ） （ ）

職　種 資格 氏　名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金

（ ）

には計算式が入っています

単位数 〇単位

通所介護サ ー ビ ス 種 類

事 業 所 名

第１週 第2週 第3週 第4週
４週の
合計

～サービス提供時間常勤職員の勤務すべき時間数 時間/週

変更日を入力→　※

Ａ＞Ｂの判定

利用予定人数(新規申請及び定員変更時は定員を記入）

確保すべき介護職員の勤務延時間数　Ｂ

介護職員のサービス提供時間内の勤務時間計　Ａ

勤務
形態

（参考様式１）

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 年 月分

［ 単位目《 実施単位数 》 ・（単位ごと）定員 名］
〈ﾕﾆｯﾄ〉 〈総ﾕﾆｯﾄ数〉 〈ﾕﾆｯﾄ〉

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

＊

介護職員 C 小鳩　タロウ 平成30年10月1日 介護福祉士 ① ③ ② ① … 154

： ～ ： ① ～ ④ ～ ⑦ ～

： ～ ： ② ～ ⑤ ～ ⑧ ～

・常勤職員が当該月に勤務すべき時間数 時間 ③ ～ ⑥ ～ 例 ～

（常勤職員が勤務すべき１日当たりの勤務時間×常勤職員が勤務すべき日数）

： ：

： ：

9:00 18:00

(　h

(8 h)

： ：

： ：

：

(　h) ：

：

(　h)

常勤換
算後の
人数

：

(　h)

(　h)

(　h)

(　h)

事業所・施設名

サービス種類

月の
合計

：

：

：

(　h)

職　種
勤務
形態

・サービス提供時間

氏　名 資　格

：

入　職
年月日

（　記　載　例　）

・営　業　時　間

A県 B県

備考１　※欄に月の初日を入力すると、当該月の曜日が自動で反映されます。

　　　２　申請する事業に係る従業者全員（管理者を含む）について、職種ごとに４週間分の当該職種に勤務する時間数（小数点以下第２位を切り捨て）を記入してください。

　　　３　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載してください。　なお、兼務している職員については、職種ごとに氏名を記載してください。　　　　　　

　　　　　勤務形態の区分　　 Ａ：常勤で専従（当該事業所で単独の職種で勤務している常勤の職員）　　　　

Ｂ：常勤で兼務（当該事業所で複数の職種を兼務しているか又は同一敷地内の他の事業所の職務を兼務している常勤の職員）

Ｃ：常勤以外で専従（当該事業所で単独の職種で勤務する常勤以外の職員）　　

Ｄ：常勤以外で兼務（当該事業所で複数の職種を兼務している常勤以外の職員）

※常勤・非常勤の区分において、雇用の形態は問わない。

      ４　単位ごとに作成してください。

　　　５　資格等が必要な職種については、資格証等の写しを、氏名を記載した順に揃えて添付してください。

　    ６　同一法人の他の事業所に兼務している従業者がいる場合、兼務状況が確認できる組織体制図及び兼務先の勤務形態一覧表を添付してください。

　    ７　勤務延時間数に算入できる時間数は、従業者１人につき、当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数を上限とします。

　    ８　介護職員については、日々の受入れ人数に応じた人員を確保しているか確認するため、サービス提供時間内の従事時間を記載してください。

　　２　届出を行う従業者について、１月分の勤務すべき時間数を記入してください。勤務時間ごとに区分して番号を付し、その番号を記入してください。

　　　　　※２　ユニット型施設の場合、ユニットごとの配置が分かるように区分して記載してください。

　　５　算出にあたっては、小数点以下第2位を切り捨ててください。

　　６　各事業所・施設において使用している勤務割表等（変更の届出の場合は変更後の予定勤務割表等）により、届出の対象となる従業者の職種、
　　　勤務形態、氏名、当該業務の勤務時間及び看護職員と介護職員の配置状況(関係する場合)が確認できる場合はその書類をもって添付書類として
　　　差し支えありません。

　　３　届出する従業者の職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載してください。

　　　　（記載例 ― 勤務時間 ①8：30～17：30（8 h★）、②16：30～1：00（7.5 h）、③0：30～6：00（5 h））

　　４　常勤換算が必要なものについては、常勤職員は「１」、非常勤職員は「非常勤職員の勤務時間数の合計／常勤職員が当該月に勤務すべき
　　　時間数」で算出し、「常勤換算後の人数」に記入してください。

　　　　　※１　複数単位実施の場合、単位ごとの配置が分かるように区分して記載してください。

　　　　　勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

備考１　＊欄には、当該月の曜日を記入してください。

　　　　★休憩時間を除いた実働時間数がわかるように併記してください。

期間期間
職員情報職員情報

単位数・定員単位数・定員

算出内容・
自動計算欄
算出内容・
自動計算欄

勤務形態の
区分の定義
勤務形態の
区分の定義

9（（株）三菱総合研究所作成）

（参考）「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」：自治体による様式の違いの例①
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首都圏内の都道府県に関して、指定申請（通所介護）の際に提出を求めている勤務表様式の相違点を取りまとめたもの。
（令和元年度（平成31年度）老人保健健康増進等事業「介護保険制度に関する文書の削減に向けた調査研究事業」）

【指定】従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表における国と都道府県の様式の比較（通所介護_指定申請）
凡例：●国様式と同一、×項目削除、△項目・内容変更、□独自項目

A県 B県 C県 D県 E県 F県 G県 H県

表

職種 ● ● ● ● ● ● ● ●
勤務形態 ● ● ● ● ● ● ● ●
氏名 ● ● ● ● ● ● ● ●
週 ● × × ● ● ● ● ●
日付 ● △31日まで表記 ● ● ● ● ● ●
4週の合計 ● △月の合計 ● ● ● ● ● ●
週平均の勤務時間 × × ● × ● ● ● ●
常勤換算後の人数 × ● × × ● ● ● ●
独自項目①（勤務時間等記入欄） □ □
独自項目②（資格記入欄） □ □ □
独自項目③（兼務内容記入欄） □
独自項目④（その他） □単位記

入欄
□入職年月日記
入欄

□曜日
利用予定人数記入欄
介護職員サービス提供時間（A）
確保すべき介護職員の勤務延長
時間数（B)
Ａ＞Ｂの判定

□備
考欄

□備
考欄

□営業日
ごとの利用
者数記入
欄

表
以
外

表の時点記入欄（年 月分） ● ● ● ● ● ● ● ●
サービス種類記入欄 ● ● ● ● ● ● ● ●
事業所・施設名記入欄 ● ● ● ● ● ● ● ●
独自項目①（常勤職員の勤務時間） □ □ □
独自項目②（事業所番号記入欄） □
独自項目③（サービス提供日数・時間記入欄） □ □ □
独自項目④（ユニット・単位・定員等記入欄） □ □ □ □
独自項目⑤（その他） □営業時

間記入欄
□単位記入欄
加算種類
有無記入欄

□変更日入力欄

（（株）三菱総合研究所作成）

備考欄：常勤、非常勤等の区分方法、常勤換算数の端数処理、資格者証等添付書類等、記載有無、記載方法・内容が自治体毎に異なっている。

（参考）「従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表」：自治体による様式の違いの例②
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提出を求めている書類 左記書類の提出を
求めている自治体数

回答自治体（36自治体※）
に占める割合

資格証 36自治体 100％

雇用契約書 12自治体 33.3％

組織体制図 9自治体 25.0％

就業規則 7自治体 19.4％

経歴書 7自治体 19.4％

給与規程 2自治体 5.6%

その他／分類不明（※） 12自治体 33.3％

（※）その他／分類不明の内容
• 社会保険及び労働保険への加入状況に係る確認票
• 研修計画
• 職員配置状況表
• ユニットリーダー研修修了証（写し）
• 介護老人福祉施設職員の名簿

• 全職員の介護老人福祉施設の確約書
• 業務予定表
• 職員名簿
• 職員の採用が分かる書類
• 併設特別養護老人ホームの勤務表

都道府県に対し、特養の新規指定の実際の文書例をもとに、添付書類の種類とページ数をアンケート調査を行い、
列挙された添付書類のうち、書類の名称から判断して人員配置関連と思われるものを抜粋し、集計したもの。
（資格証については、他の名称でカウントされている場合が見られたため、個別に聞き取りにより補完。）

（参考）人員配置に関する添付資料の現状について

（出所）厚生労働省老健局にて都道府県に対し行ったアンケート結果に基づき作成（令和元年9月）

※47都道府県中、5自治体は未回答、6自治体は回答対象申請無し。
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厚生労働省から提示している参考様式（指定申請）

（参考様式２：平面図） （参考様式３：設備・備品等一覧表）

※平面図については、設備基準の確認に必要な情報に限る趣旨の記載はしていない。設備・備品等一覧表については、備考欄
にて、設備基準上適合すべき項目のうち他の添付書類で確認できない部分について記載する旨示している。

（参考）平面図、設備・備品等に関する参考様式について



特定加算の取得にあたり各自治体が提出を求めている書類（自治体回答）

（n=47）

47
28
28

16
47

46
44

6
3

5
14

31

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

介護職員処遇改善計画書
介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表
介護職員処遇改善（加算）届出書

就業規則（写）
給与規程（写）

労働保険加入証明
研修計画書（資質向上のための計画）

職場環境要件の具体的な取組を示す資料
職員への周知を示す資料

誓約書・労働法規の遵守に関する誓約書
自己点検票、チェック表、連絡票

提出書類 A県 B県 C県 D県 E県

介護職員処遇改善計画書 ○ ○ ○ ○ ○

介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 ○ ○ ○ ○

介護給付費算定に係る体制等状況一覧表 ○ ○ ○

介護職員処遇改善（加算）届出書 ○

就業規則（写） ○ ○ ○ ○ ○

給与規程(写） ○ ○ ○ ○ ○

労働保険加入証明 ○ ○ ○ ○

研修計画書 ○

職場環境要件の具体的な取組を示す資料 ○ ○

職員への周知を示す資料 ○

誓約書・労働法規の遵守に関する誓約書 ○

自己点検票、チェック表、連絡票 ○ ○ ○ ○

特定加算の取得にあたり提出を求めている書類は、各自治体により異なる。

通知において、内容を確認することとしている書類（就業規則、給与規定等）については、通知では自治体への提出を求めていないが、
提出を求めている自治体が多い。

出所：厚生労働省老健局老人保健課において各都道府県に対し、独自に調査したもの（令和元年９月）

（参考）現行加算及び特定加算に関する手続き①（処遇改善加算に関する自治体アンケート結果）
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14

26

22 

16

20 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計画書

実績報告書

国様式と同一 国様式を一部変更 未定

自治体が用いている計画書及び実績報告書の様式（自治体回答）

（１）介護職員処遇改善加算

16

23

26

8 11

0% 20% 40% 60% 80% 100%

計画書

実績報告書

国様式と同一 国様式を一部変更 未定

（２）介護職員等特定処遇改善加算

（n=42）

（n=42）

介護職員処遇改善加算では、計画書は約４割、実績報告書は約半数が国様式から変更している。

介護職員等特定処遇改善加算では、計画書は約６割、実績報告書は約２割が国様式から変更し、未定(予定)も多い。

出所：厚生労働省老健局老人保健課において各都道府県に対し、独自に調査したもの（令和元年９月）

（参考）現行加算及び特定加算に関する手続き②（処遇改善加算に関する自治体アンケート結果）



1. 簡素化
2. 標準化
3. ＩＣＴ等の活用
4. その他
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都道府県に対し、「介護保険法施行規則等の一部を改正する省令」（平成30年厚生労働省令第80号）へ
の対応状況につきアンケートを行ったもの。

対応状況 自治体数 割合

都道府県の規則等を改正した 41 87.2％
今後対応予定 0 0.0％
対応予定無し 1 2.1％
未回答 5 10.6％

対応状況 自治体数 割合

都道府県の規則等を改正した 36 76.6％

今後対応予定 3 6.4％

対応予定無し 3 6.4％

未回答 5 10.6％

同じく、上記省令改正を踏まえた様式例の改訂への対応状況につきアンケートを行ったもの。

（参考）省令改正及び様式例の改訂への対応状況

（出所）厚生労働省老健局にて都道府県に対し行ったアンケート結果に基づき作成（令和元年9月）

「対応予定無し」1件の理由としては、改正内容につき県の規則等の
改正の必要が無いためとのこと。

「対応予定無し」について、個別に確認を行ったところ、以下のとおり。
・2自治体においては様式の改訂につき規則等の改正を要しな
いために回答したもので実態としては改訂済
・1自治体は国の事務連絡に先駆けて省令改正に基づく様式
改訂を行っていたもの
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介護保険法施行規則による提出項目
（介護老人福祉施設 指定申請）

老人福祉法施行規則による提出項目
（特別養護老人ホーム 設置届/設置認可申請）

①施設の名称及び開設の場所 ①施設の名称、種類及び所在地

②当該申請に係る事業の開始の予定年月日 ②事業開始の予定年月日

③開設者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等 ③定款その他の基本約款

④建物の構造概要及び平面図（各室の用途を明示するものとする。）並びに設備の概
要

④建物の規模及び構造並びに設備の概要

⑤施設の管理者の氏名、生年月日及び住所 ⑤施設の長その他主な職員の氏名及び経歴

⑥役員の氏名、生年月日及び住所

⑦運営規程 ⑥運営についての重要事項に関する規程

⑧入所者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 ⑦入所者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

⑨当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態 ⑧職員の勤務の体制及び勤務形態

⑩当該申請に係る事業に係る資産の状況 ⑨資産の状況

⑪協力病院の名称及び診療科名並びに当該協力病院との契約の内容。協力歯科医療
機関があるときは、その内容を含む。）

⑩協力病院の名称及び診療科名並びに当該協力病院との契約の内容

※赤字は介護保険法施行規則の改正（H30年10月施行）により省略された内容

⑫開設者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、住所及
び職名

⑪施設の地理的状況

⑬特別養護老人ホームの認可証等の写し ⑫土地及び建物に係る権利関係を明らかにすることができる書類

⑭併設する施設がある場合にあっては、当該併設する施設の概要 ⑬施設を設置しようとする区域の市町村の意見書

⑮入所者の推定数

⑯当該申請に係る事業に係る施設介護サービス費の請求に関する事項

⑰法第八十六条第二項 各号に該当しないことを誓約する書面

⑱介護支援専門員の氏名及びその登録番号

⑲その他指定に関し必要と認める事項

（重複していない確認事項・提出物）

介護保険施行規則
では省略された確認
事項が老人福祉法
施行規則にも含まれ
ており、引き続き提出
が求められる

部分的に重なる
可能性あり

（（株）三菱総合研究所作成）

（参考）介護保険法施行規則及び老人福祉法施行規則に基づく提出項目の比較表



（参考）介護保険施設等に対する実地指導の標準化・効率化等の運用指針の概要

・「標準確認項目」「標準確認文
書」の設定

自治体間の確認項目や実施状況に差異

・実地指導の所要時間の短縮

・実地指導の頻度

・同一所在地等の実地指導の同時実
施

・関連する法律に基づく指導・監査
の同時実施

・運用の標準化

・実地指導における文書の効率的活
用

利用者保護

介護サービス事業所の増加

・原則として「標準確認項目」以外の項目の確認は行わず、「標準確認文書」以外の文書は求め
ない。

背景

運用指針の内容

・標準確認項目を踏まえて実地指導を行うことで、一の事業所あたりの所要時間の短縮を図る。

・事業所の指定有効期間内（６年間）に１回実施することを基本とし、過去の実地指導等におい
て問題がないと認められる事業所は集団指導のみとすることも可能とする。

・同一所在地や近隣の事業所に対しては、できるだけ同日又は連続した日程で実施することとす
る。

・老人福祉法等に基づく指導・監査等との合同実施については、同日又は連続した日程での実施
を一層推進する。

・実施通知は原則として実施の１ヶ月前までに通知するとともに、当日の概ねの流れもあらかじ
め示すものとする。
・利用者の記録等の確認は原則３名（居宅介護支援事業所については、原則、介護支援専門員１
人あたり１～２名）までとする。

・確認する文書は原則として実地指導の前年度から直近の実績までの書類とする。
・事前又は当日の提出文書は１部とし、自治体が既に保有している文書の再提出は不要とする。

効果
サービスの質の確保

など

・担当者の主観
に基づく指導
は行わない。

・事業所管理者
以外の同席は
可能（実情に
詳しい従業者
等）。

・高圧的でない
言動による事
業者との共通
認識に基づく
適切な助言の
実施。

その他の留意事項

標準化・効率化が必要

より多くの事業所を指導

令和元年５月29日老指発0529第1号
厚生労働省老健局総務課介護保険指導室長通知

18
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神戸市：介護事業所向けの手続ガイド

20

・・・

• いくつかの質問（選択制）に答えていくと、手続に必要な書類が分かり、様式を一括ダウンロードできるウェブサ
イトを公開。

• 事業者にとっては様式を探す手間が削減され、自治体にとっては問合せが減ることによる負担減が期待される。
• システムの管理について、質問項目の設定等はエクセルを更新し取り込むことにより簡単に変更可能。
• 現在は、更新手続について、先行して公開している。

（参考）申請様式のHPにおけるダウンロードに関する例①

出所：神戸市介護事業所手続きガイドホームページ



• 徳島県においては、介護職
員処遇改善加算について、
特に届出様式が複雑である
ことから、県がホームページ
に提出書類一式を掲載して
いる。

• これを受け、県下の市町村に
おいては、同様式をそのまま
使用しているケースが多く、
結果として、運用上、一定の
様式の標準化に繋がってい
る。

出所：徳島県ホームページ

21

（参考）申請様式のHPにおけるダウンロードに関する例②



出所：介護情報サービスかながわホームページ

22

（参考）申請様式のHPにおけるダウンロードに関する例③

神奈川県：介護情報ポータルサイト

• 神奈川県及び県内の市町村が負担金を拠出し、公益社団法人かながわ福祉サービス振興会が運営するサイト。
• 事業者向けページには、神奈川県の各種申請様式が掲載されている。
• 介護事業所検索機能があり、情報公表システムとも連携している。事業者は指定時にＩＤとパスワードを入手し、

一部の項目について編集可能。
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（参考）他分野の電子申請の例：科研費電子申請システム

出所：科研費電子申請システム（体験版）https://www-shinsei.jsps.go.jp/kaken/index.html

①ＩＤ・パスワードでログイン ②該当する研究を選択

③画面に沿って必要項目を入力

④添付ファイルをアップロード

⑤ＰＤＦファイルのダウンロード

一時保存可

添付ファイル様式は同システム内で
ダウンロード可

内容確認後、システム上で「提出」処理
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（介護保険の理念である「自己選択」の支援）
介護保険法に基づき、平成１８年４月からスタート。
利用者が介護サービスや事業所・施設を比較・検討して適切に選ぶための情報を都道府県及び指定都市が提
供する仕組み。

※「介護サービス情報公表システム」を使って、インターネットでいつでも誰でも情報を入手することが可能。平成３０年度末時点で、全国約２２万か所の事業所情
報が公表されている。

○ 利用者の権利擁護の取組 ○ サービスの質の確保への取組
○ 相談・苦情等への対応 ○ 外部機関等との連携
○ 事業運営・管理の体制 ○ 安全・衛生管理等の体制
○ その他（従業者の研修の状況等）

○ 事業所の名称、所在地等 ○ 従業者に関するもの
○ 提供サービスの内容 ○ 利用料等
○ 法人情報

① 基本情報

② 運営情報

※その他、法令上には規定がないが、事業所の積極的な取組を公表できるよう
「事業所の特色」（事業所の写真・動画、定員に対する空き数、サービスの
特色など）についても、情報公表システムにおいて、任意の公表が可能。

情報公表される内容

（参考） 介護サービス情報公表制度について①
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（参考） 介護サービス情報公表制度について②

指定申請（新規）

情報公表のための
報告（新規）

指定申請（変更届）

指定申請（更新）

情報公表のための
報告（更新）

手入力

ID・パスワード発行
・指定申請と
重複項目あり

・前年度の報告
内容を上書き
・変更届の内容
は反映されて
いない

初回
のみ

初回
のみ

変更
都度

年1回

6年に
1回

介護サービス
事業所等

都道府県

紙で提出

紙で提出

○ 指定申請（変更・更新を含む）と情報公表制度の下での報告は、それぞれ別の方法で行われており、基本的に相互の連
携は無い。

※年間の介護報酬額が100万円以下
の事業所は報告義務対象外

※地域密着型等の場合は市町村宛て

※地域密着型等の場合は市町村宛て

※地域密着型等の場合は市町村宛て

＜事業開始時＞

＜変更・更新時＞

※情報公表について、委託先が事務を行
う場合がある。
※平成３０年度より情報公表に係る事務
は指定都市に移譲された。

（申請及び報告のフローの一例）

都道府県
のシステム

都道府県
のシステム

都道府県
のシステム

情報公表
システム

情報公表
システム

紙で提出

ウェブ上で
審査・受理

手入力

ウェブ入力・報告

ウェブ入力・報告

毎年度、公表計画を周知

ウェブ上で
審査・受理

手入力



情報公表される内容（通所介護の例）

適切な事業運営の確保のために講じている措置

1 従業者等に対する従業者等が守るべき倫理、法令等の周知等の実施の状況

2 計画的な事業運営のための取組の状況

3 事業運営の透明性の確保のための取組の状況

4 介護サービスの提供に当たって改善すべき課題に対する取組の状況

○基本情報

事業所又は施設（以下この表において「事業所等」という。）を運営する法人又は法人でない病院、診療所若しくは薬局
（以下この号において「法人等」という。）に関する事項

1 法人等の名称、主たる事務所の所在地、番号利用法第二条第十五項に規定する法人番号（番号利用法第四十二条第四項
の規定により公表されたものに限る。）及び電話番号その他の連絡先

2 法人等の代表者の氏名及び職名

3 法人等の設立年月日

4 法人等が介護サービスを提供し、又は提供しようとする事業所等の所在地を管轄する都道府県の区域内において提供する
介護サービス

5 その他介護サービスの種類に応じて必要な事項

当該報告に係る介護サービスを提供し、又は提供しようとする事業所等に関する事項

1 事業所等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先

2 介護保険事業所番号

3 事業所等の管理者の氏名及び職名

4
当該報告に係る事業の開始年月日若しくは開始予定年月日及び指定若しくは許可を受けた年月日（指定又は許可の更新を
受けた場合にはその直近の年月日）

5 事業所等までの主な利用交通手段

6 その他介護サービスの種類に応じて必要な事項

事業所等において介護サービスに従事する従業者（以下この号において「従業者」という。）に関する事項

1 職種別の従業者の数

2 従業者の勤務形態、労働時間、従業者一人当たりの利用者、入所者又は入院患者数等

3 従業者の当該報告に係る介護サービスの業務に従事した経験年数等

4 従業者の健康診断の実施状況

5 従業者の教育訓練、研修その他の従業者の資質向上に向けた取組の実施状況

6 その他介護サービスの種類に応じて必要な事項

介護サービスの内容に関する事項

1 事業所等の運営に関する方針

2 当該報告に係る介護サービスの内容等

3 当該報告に係る介護サービスの利用者、入所者又は入院患者への提供実績

4 利用者等（利用者又はその家族をいう。以下同じ。）、入所者等（入所者又はその家族をいう。以下同じ。）又は入院患者等
（入院患者又はその家族をいう。以下同じ。）からの苦情に対応する窓口等の状況

5 当該報告に係る介護サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応に関する事項

6 事業所等の介護サービスの提供内容に関する特色等

7 利用者等、入所者等又は入院患者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等

8 その他介護サービスの種類に応じて必要な事項

当該報告に係る介護サービスを利用するに当たっての利用料等に関する事項

その他都道府県知事が必要と認める事項

介護サービスの提供開始時における利用者等、入所者等又は入院患者等に対する説明及び契約等に当たり、
利用者、入所者又は入院患者等の権利擁護等のために講じている措置

1 介護サービスの提供開始時における利用者等、入所者等又は入院患者等に対する説明及び利用者等、入所者等又は入院
患者等の同意の取得の状況

2 利用者等、入所者等又は入院患者等に関する情報の把握及び課題の分析の実施の状況

3 利用者、入所者又は入院患者の状態に応じた当該介護サービスに係る計画の作成及び利用者等、入所者等又は入院患者
等の同意の取得の状況

4 利用者等、入所者等又は入院患者等に対する利用者、入所者又は入院患者が負担する利用料に関する説明の実施の状況

・介護サービスの内容に関する事項

利用者本位の介護サービスの質の確保のために講じている措置

1 認知症の利用者、入所者又は入院患者に対する介護サービスの質の確保のための取組の状況

2 利用者、入所者又は入院患者のプライバシーの保護のための取組の状況

3 身体的拘束等（指定居宅サービス等基準第百二十八条第四項に規定する身体的拘束等をいう。以下同じ。）の排除のための
取組の状況

4 計画的な機能訓練の実施の状況

5 利用者の家族等との連携、交流等のための取組の状況

6 入浴、排せつ、食事等の介助の質の確保のための取組の状況

7 健康管理のための取組の状況

8 安全な送迎のための取組の状況

9 レクリエーションの実施に関する取組の状況

10 施設、設備等の安全性・利便性等への配慮の状況

相談、苦情等の対応のために講じている措置

1 相談、苦情等の対応のための取組の状況

介護サービスの内容の評価、改善等のために講じている措置

1 介護サービスの提供状況の把握のための取組の状況

2 介護サービスに係る計画等の見直しの実施の状況

介護サービスの質の確保、透明性の確保等のために実施している外部の者等との連携

1 介護支援専門員等との連携の状況

2 主治の医師等との連携の状況

3 地域包括支援センターとの連携の状況

4 地域との連携、交流等の取組の状況

・介護サービスを提供する事業所又は施設の運営状況に関する事項

事業運営を行う事業所の運営管理、業務分担、情報の共有等のために講じている措置

1 事業所又は施設における役割分担等の明確化のための取組の状況

2 介護サービスの提供のために必要な情報について従業者間で共有するための取組の状況

○運営情報

安全管理及び衛生管理のために講じている措置

1 安全管理及び衛生管理のための取組の状況

情報の管理、個人情報保護等のために講じている措置

1 個人情報の保護の確保のための取組の状況

2 介護サービスの提供記録の開示の実施の状況

介護サービスの質の確保のために総合的に講じている措置

1 従業者等の計画的な教育、研修等の実施の状況

2 利用者等、入所者等又は入院患者等の意向等も踏まえた介護サービスの提供内容の改善の実施の状況

3 介護サービスの提供のためのマニュアル等の活用及び見直しの実施の状況

4 介護予防のための取組の状況

・都道府県知事が必要と認めた事項
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（参考） 介護サービス情報公表制度について③
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サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム https://www.satsukijutaku.jp/index.php

表示内容は、事業者が情報提供システムから入
力し各行政が、確認したのちに表示。
共通の申請書類についてもこのシステムで入力、
出力し行政に提出。（様式は、統一）

介護分野の文書に係る負担軽減
に関する専門委員会（第２回） ﾋｱﾘﾝｸﾞ

資料１
（抜粋）令和元年８月２８日
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1. 簡素化
2. 標準化
3. ＩＣＴ等の活用
4. その他
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事業者団体ヒアリングにていただいた主なご意見
○ 介護分野の文書に係る負担軽減に関する専門委員会（第２回）（令和元年８月２８日（水））において、事業者団体からの

ヒアリングを実施。

【ヒアリング項目】
（１）指定申請・報酬請求・実地指導関連文書の共通化・簡素化に関する意見
① 指定申請関連文書（人員・設備基準に該当することを確認する文書等）
② 報酬請求関連文書（加算取得の要件に該当することを確認する文書等）
③ 指導監査関連文書（指導監査にあたり提出を求められる文書等）

（２）その他、地域によって取扱に顕著な差異があり、事業者及び指定権者・保険者の業務負担への影響が一定程度見込まれる文書の共通化・簡素化
に関する意見

【ヒアリング団体（11団体）】
高齢者住宅協会、全国介護事業者連盟、全国個室ユニット型施設推進協議会、全国社会福祉法人経営者協議会、日本医療法人協会、
日本精神科病院協会、日本認知症グループホーム協会、日本理学療法士協会、日本リハビリテーション病院・施設協会、
日本訪問リハビリテーション協会、全国デイ・ケア協会
【資料提出団体（11団体）】
全国訪問看護事業協会、全国ホームヘルパー協議会、全国有料老人ホーム協会、全日本病院協会、２４時間在宅ケア研究会、
日本作業療法士協会、日本歯科医師会、日本福祉用具供給協会、日本ホームヘルパー協会、日本薬剤師会、日本リハビリテーション医学会

（簡素化・標準化に関する主なご意見）
○ 自治体独自の過度なローカルルールの廃止と、標準化を徹底いただきたい。
○ 同一事業所で介護サービスと介護予防サービスを行う場合、指定の更新時期について、介護予防事業創設前からの事業所は更新の

タイミングがずれており、一本化してもよいのでは。
○ 同一拠点で居宅、施設、地域密着サービスを複合的に実施する場合、併設事業所の場合（例：特養＋ショートステイ）、総合事業

等、同一拠点で一体的に運営され人員や設備が共通でも別々の書式が必要であり、負担。
○ 老人福祉法と介護保険法の書類に重複があり、簡素化すべき。
○ 指定の更新申請について、6年間の間にすでに変更届を提出している文書については省略化してはどうか。
○ 人員配置基準を確認する文書に関し、労働契約書や辞令書の写しの提出は不要で、「従業員の勤務体制及び勤務形態一覧表」に

記載してある氏名と勤務形態、資格証の突合で事足りるのではないか。
○ 処遇改善加算について、現行の加算と特定処遇改善加算の様式の統合については是非お願いしたい。
○ 実地指導について、5月に発出された実地指導の標準化・効率化に関する通知を徹底いただきたい。
（ICT等の活用に関する主なご意見）
○ ペーパーレス化、電子入力・電子申請を推進いただきたい。
○ サ高住の登録システムのような電子申請化の取組ができないか。
○ 公開情報や既存データを活用できるものは活用すべき。
○ 情報公表システムで公開されている情報については、それを確認すれば文書の削減になるのではないか。

※当日いただいたご意見をもとに、事務局の責任にてまとめたもの。
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